
 

 

 

ゼスト御池経営改革プラン 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京 都 市 
 

 

 

 



 

目  次 

 

 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

１ 事業の概要と会社の現状 

（１） ゼスト御池とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

（２） ゼスト御池建設に係る経過と現在の会社経営への影響 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

（３） これまでの主な経営改善の取組・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

（４） 京都市の支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

（５） 現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 

２ 今後の経営見通し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

３ 経営健全化に向けた取組 

（１） 計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

（２） 目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

（３） 具体的方策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

（４） 健全化策実施後の収支見通し・・・・・・・・・・・・・１０ 



 1

はじめに 

 平成 20 年 6 月 30 日付けの総務省通知「第三セクター等の改革について」におい

て，第三セクター等の存廃を含めた集中的な改革を進めるため，累積債務等により経営

が著しく悪化した第三セクター等について，地方公共団体が，経営改革に関する方針を

定めた『改革プラン』（仮称）を平成 21 年度中に策定することとされました。 

 この通知に基づいて，ゼスト御池地下街及び地下駐車場を保有する京都御池地下街株

式会社（以下「会社」という。）について，『ゼスト御池経営改革プラン』を策定しまし

た。 

今後は，このプランを基に経営健全化の具体化に取り組み，自立した会社経営を目指

すとともに，将来にわたって，市民の財産としての「ゼスト御池」を守り続けていきた

いと考えています。 

 

 

１ 事業の概要と会社の現状 

（１）ゼスト御池とは 

  「御池地下街・地下駐車場建設事業」として平成 4 年 2 月から建設が進められ，

平成 9 年に開業したゼスト御池は，京都市を代表するシンボルロードである御池

通の地下に整備された商業施設である「地下街」と，都心部の交通渋滞緩和と駐車

場不足の解消を目的とし，市営駐車場と一体的な施設として整備された「地下駐車

場」，地下鉄東西線京都市役所前駅に接続し，歩行者の安全性及び利便性を確保す

る「公共地下道」とが一体的に整備された施設であり，京都の都心部における憩い

と賑わいを生み出す市民の貴重な財産です。 

 

（２）ゼスト御池建設に係る経過と現在の会社経営への影響 

  ① 借入金が多い財務構造 

    ゼスト御池は，極めて公共性が高い都市整備事業でしたが，民間活力の促進，

すなわち公的資金の投入を抑え，民間の資金力，創意・工夫，経営能力等を最大

限に活用することができる「第三セクター方式」により建設されました。（総事

業費：約 280 億円） 

しかしながら，その多額の事業費の割に自己資本が十分に確保されず，その結

果として，会社自身が金融機関等から多額の資金を借り入れることによって資金

調達するという財務構造で事業をスタートしており，その借入金の返済が会社の

収支を圧迫しています。 
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② テナント売上見込みと実績との乖離 

  開業前には年間テナント売上げを約 65 億円と見込んでいましたが，バブル崩

壊後の景気低迷などの影響によりテナント売上げは伸び悩み，当初の売上見込み

からは大きく乖離することとなりました。 

 

 

 

③ 御池公共地下道の建設費負担 

地下街や地下駐車場と異なり，収益性のない施設である御池公共地下道は，歩

行者の安全を確保し，都心部における憩いと安らぎの場として極めて公共性の高

い施設です。この施設は，主に京都市からの借入金（約 29 億円）と NTT 株売

却益を活用した無利子借入金（約 35 億円）を財源に会社が建設したもので，都

市計画事業認可の条件として，会社から京都市に無償譲渡したものです。 

この御池公共地下道の建設費に係る借入金の返済が会社の収支を圧迫してい

たため，平成 12 年度から，京都市からの借入金によって返済を行っています。 

 

（３）これまでの主な経営改善の取組 

   以上のような厳しい財務構造の中，会社として，これまでに次のような経営改善

の取組を実施してきました。 

① 地下街の売上げ増のための取組 

・ 新賃料体系（最低賃料保証）の導入（平成 18 年度） 

・ コンビニエンスストアの開店（平成 19 年度） 

・ 民事調停による賃料値上げの実施（平成 18，21 年度） 

② 地下街の賑わいづくりのための取組 

・ NPO 法人との連携による地域住民との協働イベントの開催（平成 20 年度） 

・ 4 つの公共地下広場を活用したイベントの開催（平成 20 年度 84 回開催） 

＜会社の資本金及び借入金＞ 

○ 資本金：約 35 億円 

○ 借入金：約 204 億円 

 （内訳）・市中金融機関：約 102 億円 

・NTT 資金等公的資金：約 73 億万円 

・京都市：約 29 億円 

○ 平成 21 年度末時点における会社の借入残額（見込額）：約 128 億円 

（内訳）・市中金融機関：約 50 億円（京都市の損失補償付債務） 

・NTT 資金等公的資金：約 21 億円（京都市の損失補償付債務） 

・京都市からの借入総額：約 57 億円 

○ 開業翌年である平成 10 年度の年間テナント売上げ：約 25 億円 

○ 平成 20 年度の年間テナント売上げ：約 19 億円 
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③ 快適で魅力的な地下街づくりのための取組 

・ 防風扉の設置（平成 9，14，19 年度） 

・ テナント統一看板の設置（平成 19 年度） 

・ 省エネ型の照明灯への改修（平成 20 年度） 

・ 京都在住の画家の協力による「鯉の壁画」の制作，設置（平成 20 年度） 

④ 駐車場の利用促進のための取組 

・ 駐車料金の改定（平成 13 年度） 

 

 

 

 

・ 京都市の観光地交通対策との連携（平成 21 年度） 

⑤ 経費節減の取組 

・ 職員数や給与費等，人件費の削減 

 

 

 

 

・ 光熱水費，委託経費などの経費節減 

 

 

 

⑥ その他の経営改善策 

・ 民間社長の選任（平成 19 年 6 月～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平日（日・祝日除く）3 時間超の場合，1,500 円の上限料金を設定 

○ 夜間宿泊料金 2,500 円を 1,500 円に減額 

○ 入出庫時間 AM7:30～PM10:30 を AM6:00～PM12:00 に拡大 

○ 社員数 平成 9 年度 20 名 ⇒ 平成 21 年度 19 名 

（コンビニ開業に伴う 2 名の増員を含む。）

○ 社員平均給与 平成 9 年度約 570 万円 ⇒ 平成 20 年度約 340 万円 

○ 光熱水費 平成 10 年度 2 億 4,000 万円⇒平成 20 年度 1 億 8,400 万円 

○ 委託経費 平成 10 年度 1 億 7,200 万円⇒平成 20 年度 1 億 3,000 万円 

○ 平成 18 年 7 月に会社の経営改善に取り組むため，優れた経営手腕・ノウ

ハウを持つ人材を確保すべく，社長の公募を行いました。 

○ その結果，応募 190 名の中から事業活性化の期待度，経営者としての魅力

等を考慮し，2 年の任期で辻田光氏（現代表取締役社長）を選任しました。

○ 社長選任後，更なる経費節減を進めるほか，地下公共広場における多数の

イベントの開催，コンビニの開店など，地下街の賑わい創出と売上の向上

に努め，景気低迷の中でも経営黒字を確保しています。これらの実績評価

を踏まえ，今後の更なる経営改善に向けた取組に期待し，平成 21 年 6 月

に 2 期目の選任を行いました。 
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（４）京都市の支援 

  会社として経営改善に向けた努力を続けるとともに，京都市としても，財務状況

の改善のため，会社に対して主に次のような支援を実施しています。 

＜京都市の主な支援＞ 

① 公共地下道貸付金（建設財源） 

  公共地下道の建設費の一部に充当するために貸し付けたもの 

⇒ 当初貸付総額：約 29 億円（平成 9 年度に貸付け，平成 21 年度末時点に

おける京都市からの貸付総額：27 億 6,700 万円） 

② 公共地下道貸付金（ＮＴＴ－Ａ融資返済相当額） 

 公共地下道に係る NTT-A 融資返済相当額を貸し付けているもの 

⇒ 貸付総額（予定額）：約 35 億円（平成 12 年度から平成 28 年度まで貸付

け，平成 21 年度末時点における京都市からの貸付総額：21 億 9,500 万円） 

③ 駐車場運営貸付金（ＮＴＴ－Ｃ融資返済相当額の一部） 

 駐車場に係る NTT-C 融資返済相当額の一部を貸し付けているもの 

⇒ 貸付総額（予定額）：約 10 億円（平成 12 年度から平成 28 年度まで貸付

け，平成 21 年度末時点における京都市からの貸付総額：7 億 6,200 万円） 

④ 駐車場建設事業補助金 

 駐車場建設に係る市中銀行及び政策投資銀行からの借入金の返済相当額を補

助しているもの 

⇒ 補助総額（予定額）：約 86 億円（平成 9 年度から平成 28 年度まで補助を

実施，平成 21 年度末時点における京都市からの補助総額：約 60 億 4,500

万円） 

⑤ 金融機関からの借入金（約９４億円）に対する本市の損失補償契約の締結 

⇒ 平成 18 年度に，金融機関等との間で総額約 94 億円の損失補償契約を締結

（平成 21 年度末における損失補償付債務の残高：約 71 億円） 

 

（５）現状 

上述したように，これまでに会社として経営改善に向けた取組を実施するととも 

に，京都市としても会社に対して支援を実施してきました。その一方で， 長引く

景気低迷による個人消費の冷え込みに加え，市内各地への大型商業施設の進出，イ

ンターネットによる販売の拡大等の影響を受け，テナント収入は伸び悩んでいます。

（表 1 参照） 

さらに，平成 20 年のガソリン価格高騰や車の利用控えが進んでいること等の影 

響により，駐車場収入も減少傾向にあります。（表２参照） 

こうした状況の下，損益計算書では，平成 20 年度は当期利益で 600 万円の黒 

字となり，平成 15 年度以降，6 期連続で黒字を確保しています。（表 3 参照） 
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また，平成 21 年度においても，引き続く消費の落ち込みや新型インフルエンザ

等の影響を受ける中で，通期では，当期利益で 300 万円の黒字を見込んでいます。 

一方，資産の状況を貸借対照表上で見た場合，平成 20 年度末では，10 億円を 

  超える累積赤字（表 3 参照）はあるものの，総資産は約 171 億円，総負債は約

147 億円であり，差し引き約 24 億円の純資産を有しています。 

 

表１ 「テナント実績の推移」（テナント売上高，テナント収入，延べ来街者数） 
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表２「駐車場収入の推移」 
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表３ 「当期純損益・累積損益の推移」 
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建設費に係る消費税の還付
による一時的な利益増

京都市による損失補償契約
の締結

コンビニ開店(平成20年2月)

当期純損益（単位：百万円） 累積損益（単位：百万円）

 

 

２ 今後の経営見通し 

今後の会社の経営を見通す際には，次のような要素を考慮する必要があります。 

 

○ 社会情勢の変化 

少子長寿化や人口減少が進むなど，社会情勢の大きな変化が見込まれ，将来にお 

ける売上げの先行き不透明感があります。 

○ 人々の車離れや公共交通利用の促進 

   人々の車離れが進んでいることや，公共交通利用の機運が高まっていることなど， 

将来的にも駐車場を取り巻く状況は厳しくなることが予想され，駐車場収入の大幅 

な伸びを見込むことは困難な状況にあります。 

 ○ 京都市からの補助金の終了 

現在，京都市から会社に対して，駐車場建設に係る金融機関からの借入額の元利 

償還金相当額を補助していますが，借入金の返済が終了する平成 28 年度をもって，

この補助措置も終了します。 

 ○ 京都市からの貸付金の終了，返済額の増額 

   公共地下道貸付金（NTT-A 融資返済相当額）及び駐車場運営貸付金については， 

平成 28 年度をもって貸付けが終了します。また，公共地下道貸付金（建設費の一 

部）については，平成 29 年度までは 5,800 万円ずつ返済しますが，平成 30 年 

度からは 2 億 3,000 万円ずつ返済することになります。 
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これらを基に，今後の収支見通し（表４参照）を推計すると，平成 54 年度には

京都市からの借入金を完済し，平成 70 度には累積赤字を解消できる見込みです。   

一方，会社の運転資金は，平成 35 年度から平成 39 年度まで不足が生じる見込

みです。（最も不足額が多くなるのは，平成 37 年度の 3 億３,９00 万円） 

   会社の運転資金の不足を回避するとともに，京都市からの借入金の返済及び累積

赤字の解消を可能な限り前倒しするためには，更なる経営健全化に取り組む必要が

あります。 

表４ 健全化策実施前の収支見通し（平成２１～７０年度） 

（売上高，当期利益，累積赤字，運転資金，借入金残高） 

 

運転資金不足 

(～平成39年度) 

京都市からの借

入金の完済 

累積赤字の解消

金融機関等から

の借入金完済 
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＜収支見通し作成の主な前提＞ 

・ 年間のテナント収入及び駐車場収入は，不動産鑑定評価の査定結果（テナント収

入：3 億 800 万円，駐車場収入 4 億円）を基にしています。 

・ 金融機関等及び京都市からの借入金は，計画どおり返済することとしています。 

・ 京都市からの補助及び貸付けは，計画どおり実施することとしています。 

・ 大型設備等の更新については，耐用年数を考慮して平成２３年度に実施することと

し，そのための経費として約６億 5,000 万円を見込んでいます。 

 

３ 経営健全化に向けた取組 

（１）計画期間 

  平成 22～31 年度（10 年間） 

 

（２）目標 

① 地下街のリニューアルを実施し，年間テナント収入をリニューアル実施前より

も 10％増加させます。 

② 運転資金を安定的に確保するとともに，累積赤字を早期に解消します。 

 

（３）具体的方策 

① 経営健全化に向けた当面の取組 

 

○ 地下街の認知度・回遊性を高めるための取組 

市内中心部に位置し，交通至便などの立地条件に恵まれているものの，市民 

の認知度が低く，地下鉄東西線京都市役所前駅を利用する乗降客や，周辺から 

の顧客の取り込みが不十分であることが課題となっていることから，地下街の 

認知度・回遊性を高めるため，次のような取組を実施します。 

 ＜地下公共広場における地域協働型イベントの開催＞ 

  賑わいのある地下街を目指し，市内の学生や市民団体等と協働して魅力的な 

 イベントを積極的に開催します。 

＜駅ナカビジネスとの連携＞ 

地下鉄東西線京都市役所前駅と接続しているという立地条件を活用し，交通 

局の「駅ナカビジネス」と連携してゼスト御池の認知度・回遊性を高めます。 

○ 「来街者」を「買い物客」に変えるための取組 

  ゼスト御池の認知度・回遊性を高めるとともに，「来街者」を「買い物客」に

変えるための取組を進め，将来のリニューアル時におけるテナント誘致に向けて，

まずは地下街全体の魅力の向上と売上の増加を図ります。 

 



 9

 

○ 安定的な賃料を確保するための取組 

  安定的な賃料確保を図るため，民事調停という法的措置も含めて，テナント 

と賃料に係る協議を進めていきます。 

○ 駐車場の利用促進のための取組 

 ＜インターネットによる駐車場案内の強化＞ 

インターネットを活用した駐車場案内を強化することによって，駐車場利用の

促進につなげるとともに，今後とも都心部における駐車場需要等に対応する重要

な都市施設としての役割を果たしていきます。 

 ＜民間事業者と連携したカーシェアリングの実施＞ 

    民間事業者と連携し，カーシェアリング事業の駐車場としてゼスト駐車場を活

用することにより，安定的な駐車場収入の確保を図ります。 

＜観光地交通対策との連携強化＞ 

   京都市が観光シーズンの最盛期に東山地区（東山五条付近）で実施している交

通対策の一環として，東大路通及び五条通の著しい交通渋滞の緩和を図るため，

観光目的の車両をゼスト駐車場に誘導します。 

○ 経費節減の取組 

社員の採用方法の見直しを行うことにより，総人件費の抑制を図ります。 

 

 

② テナント売上げの１０％増（健全化策実施前との比較）を目指した取組 

①に掲げた取組を実施することによって資金を確保したうえで，地下街のリニュ

ーアルを実施することにより，テナント売上げの 10%増を図ります。 

 

○ 基本構想の策定 

将来のゼスト御池の在り方やリニューアルの具体的内容を定める基本構想を，

平成 26 年度を目処に策定します。 

○ 地下街のリニューアル 

 リニューアルは，開業20 周年である平成 28年度の実施を想定していますが，

今後の景気の動向を見極めながら，最も効果的であると思われる時期に実施しま

す。 

○ 御池公共地下道の改装の検討 

京都市においても，地下街と一体的構造となっている御池公共地下道の改装に

ついて，地下街のリニューアル計画と合わせて，実施に向けた検討を進めていき

ます。 
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（４）健全化策実施後の収支見通し （表 5～7 参照） 

   健全化策の実施による効果を見込んで，今後の収支見通しを推計すると，以下の

とおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

表５ 健全化策実施後の収支見通し（平成２１～７０年度） 

（売上高，当期利益，累積赤字，運転資金，借入金残高） 

 

○ 会社の運転資金は確保できる見込みです。 

○ 京都市からの借入金は，平成 51 年度には完済することができ，完済期を 3

年間前倒しすることができる見込みです。 

○ 累積赤字は，平成 54 年度に解消することができ，16 年間前倒しすることが

できる見込みです。 

京都市からの

借入金の完済 

累積赤字の解消 

リニューアル実施に伴う売上げ増

金融機関等から

の借入金完済 
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＜収支見通し作成の主な前提＞ 

・当面の取組による売上げは，地下街・駐車場ともに 2 年で 1%増を見込んでいます。 

・リニューアルは，平成 28 年度に実施することを想定しています。 

・リニューアル経費は，3 億円を見込んでいます。 

・リニューアルによる売上げは，地下街・駐車場ともに 10％増を見込んでいます。 

・2 回目以降のリニューアルについては，運転資金の範囲内で実施します。 

表６ 

健全化策実施前後の累積赤字の推移比較（平成21～70年度）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

21年度 28年度 35年度 42年度 49年度 56年度 63年度 70年度

実施前

実施後

 

表７ 

健全化策実施前後の運転資金の推移比較（平成21～56年度）

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

21年度 26年度 31年度 36年度 41年度 46年度 51年度 56年度

実施前

実施後

 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

27年度 

37 年度

37 年度 

54 年度 
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37 年度
23 年度

27 年度

37 年度


